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中支那振興株式会社概要及び研究成果・課題




















































































































































































































「中支国策会社の全貌」（『亜資料月報　産業特輯号』第 1巻第 2号，1940年 1月）
平野鴻「中支那振興株式会社とその活動状況」（『海外旅行調査報告 25回』神戸商業大学商業研究所，
1941年）
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3．中支那振興株式会社研究の問題と課題
　中支那振興株式会社を研究するに際，その史料状況を調査することが最初の作業である。すでに述べ
たように日本国内の同会社の残したところの史料を含めて「官」側の史料状況はある程度は把握できた
ものといえよう。しかし，中国における史料状況の調査作業は，主に関係史料を所蔵している南京歴史
第二档案館が利用できない現状においてほとんど進展していない。上海市档案館や上海図書館にも関係
史料は所蔵されているがその量は多くなく，系統的な研究に耐える史料ではない。それ以外にも杭州図
書館や南京図書館，南京市档案館，江蘇省档案館において史料調査したが，中支那振興株式会社に直接
に関係する史料は少ないが，関係会社を歴史的の考察する上で必要な史料はそれなりに存在することが
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判った。例えば，華中蚕糸公司のことを調べようとする際に日中戦争前の華中地域における蚕糸業の状
況を把握する必要があるが，杭州図書館には南京国民政府期の蚕糸業に関する貴重な史料があることが
判明した。また，同地域の蚕糸業の中心であった無錫の档案館や蚕糸業関係の史料があるとされる江蘇
省呉県档案館は調査する必要があるものと思われる。
　今後は中支那振興株式会社の史料調査の作業も関係会社別に，上海を中心とした華中地域の地方図書
館や档案館を調査することを予定している。むろん日本側の史料についても関係会社別に調査がなされ
るべきであり，そのようにすれば「官」側の史料以外にも「民間」側の史料が新たに発掘される可能性
も高いものと考えられる。
　中支那振興株式会社を考える際に「国策会社」というレッテルにとらわれないことが何よりも大切で
ある。むろん，同会社は「国策会社」であることは事実であるが，満鉄や東洋拓殖会社などと明らかに
異なる性格のものであり，手塚正夫が指摘するように「新しい国策会社」というべきものであろう。ま
た，それは日本の中国侵略の所産でもあり，日本軍が中国側から接収したところの既存施設が日本の国
家資本として現物出資されて同会社の根底を構成していることも事実である。しかし，「国策会社」の
蔭に隠れている民間資本の存在を見逃す訳にはいかないであろう。手塚正夫の論考（1943年）が指摘
しているように，華中における日本軍の占領地域における資本活動は国家資本よりも財閥系資本を中心
とする民間資本が先行していたと考えられ，中支那振興株式会社の関係会社＝「統制的持株会社」の背
後にあるものは三井，住友，三菱といった「今日の中支那経済に於ける財閥の経済活動」であり，同会
社はこれらの財閥が「国家と緊密に結びついて」経済活動を行うシステムであったと見ている。さら
に，中支那振興株式会社は膨大な社債を発行することによって日本における民間資本を集め，それを華
中経済の復興に投入するシステムとして機能したとも見ている。このような仮説は高橋泰隆・金丸裕
一・筆者の関係会社の検証によってその一部は裏付けられているといえよう。
　『閉鎖機関とその特殊清算』（1954年）も指摘するように中支那振興株式会社は「中支那経済の復興
および開発を助長するをもって，そのため特に産業振興の根幹的諸事業に対して，投資や融資をなし，
あるいは，その経営の衝にあたらんとしたもの」であり，関係会社への「投資あるいは融資をなすを本
来の業務」とするものであり，華中占領地経済における政策主体の実態は関係会社にこそあったのでな
いかと考えられる。これも仮説の域をでないものであり，今後とも関係会社の分析こそが中支那振興株
式会社研究の第一課題であろう。そして，その関係会社も華中占領地経済の公共事業を担ったところの
個別企業を分析してこそ中支那振興株式会社の性格や特徴を明らかにできるのではないだろうか。
　上海のような巨大都市を抱える占領地経営にとっては，電気・水道・ガス・電信電話・交通機関・都
市復興建設などといった公共事業は民生の安定のためにも積極的な振興をはかる必要があり，その実施
のためには日中の民間企業の協力が必至であった。ここから中支那振興株式会社の関係会社は，日本側
が資本，人材，技術を入れて日中合弁の中国法人として経営する必要性があったものと考えられる。都
市占領地における公共事業は多くの中国人対日協力者（collaborator）を生み出したところの経済基盤
を形成したのでないだろうか。
　　都市占領地のおける公共事業の問題は戦時期の「公共領域」のあり方に繫がるつながるものであ
り，経済史の分野にとどまるだけでなく政治・社会・文化のコンテキストおいても再検討されることが
求められ，その意味で中支那振興株式会社（実際は関係会社）が担ったところの公共事業は新たな視点
から考える価値がある。むろん，公共事業は都市建設の骨格を形成して都市の歴史の連続性を保証する
ものであり，戦時上海の公共事業を担ったところの中支那振興株式会社の検討は上海通史を描く上から
も見逃すことのできない重要な研究課題である。
